
 

 

 

事 業 継 続 計 画 

（災害管理計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
令和元年７月３１日  

 

東京水道サービス株式会社 

別添５  



 

 

目次 

 

１  目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１  

２  基本方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１  

３  応急対策の補完業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１  

４  緊急対策本部の組織と所掌事務・・・・・・・・・・・・・・・・・・２  

 ４ .１  緊急対策本部の設置・解除  

 ４ .２  緊急対策本部の所掌事務  

 ４ .３  緊急対策本部の設置場所  

 ４ .４  緊急時対応体制の組織機能と役割  

５  緊急時連絡網・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５  

 ５ .１  事象別の初動ルール  

 ５ .２  緊急時における通報及び連絡網  

６  災害時の行動計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７  

 ６ .１  自然災害及びテロ、犯罪、傷害、発病等  

７  災害時の応急対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９  

 ７ .１  自然災害及びテロ、犯罪、傷害、発病等  

８  災害時の事業継続対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

 ８ .１  緊急対策本部の設置  

 ８ .２  本部の情報連絡活動  

 ８ .３  震災応急対策本部の業務分担  

 ８ .４  多摩対策部の業務分担  

 ８ .５  活動優先業務  

 ８ .６  社員の活動態勢  

 ８ .７  活動内容  

 ８ .８  社員の参集態勢  

 ８ .９  社員の非常配備態勢  

 ８ .10 社員必要数  

 ８ .11 その他業務  

９  活動態勢の増強等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23 

 ９ .１  活動態勢の増強、縮小及び再配置等  

 ９ .２  活動態勢時の被服及び宿泊等  

10 備蓄用品及び機材等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23 

 10.１  非常用食料等の備蓄  

 10.２  震災時の使用機材等  

 10.３  その他機材  



 

 

11 その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25 

 11.１  防災訓練等  

 11.２  計画の策定  

12 災害管理計画の制定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25 

 

参考資料一覧  

１  災害等発生時の応急対策業務等に関する協定  

２  災害等発生時の応急対策業務等に関する覚書  

 

 



1 

 

 

１  目的  

東京水道サービス株式会社（以下、「当社」という。）は、災害等の発生によ

り水道施設に被害が生じ、平常給水が不可能になった場合、東京都水道局（以下、

「水道局」という。）と連携のもと、対策諸活動を迅速・的確にできる体制を作

り、一刻も早い平常給水への回復及び可能な限りの飲料水の確保を図る。  

 

２  基本方針  

東京都の政策連携団体である当社は、水道局と「災害発生時の応急対策業務等

に関する協定（以下「協定」という。）」（参考資料１）を締結している。  

協定第１条では、災害等が発生又はまさに発生しようとしているときに、水道

局が行う水道の給水能力の維持又は回復に係る応急対策の補完業務として当社が

行う応急対策業務等を定めている。  

よって、大規模災害時における当社の最優先業務は【水道局の応急対策の補完

業務を行うこと】を基本とし、大規模災害発生時において、次の方針に基づき活

動する。   

 

 

 

 

 

 

＜基本方針＞に基づき、他の業務に優先し、人員や資源を“最重要業務”へ

優先的に配分する。  

その支援体制は“最重要業務”の対応態勢が所管部門で整い次第、段階的に縮

小する。  

 

３  応急対策の補完業務  
(１ ) 水道施設の被害状況に係る調査業務・応急措置等  

ア  施設・管路の被害状況調査、漏水の発生状況調査及び応急措置のうち、  

水道局が当社に委託している業務に含まれないもの。  

イ  庁舎等危険度診断  

ウ  復旧計画の策定補助  

(２ ) 給水装置の復旧業務  

給水装置の止水処理及び復旧工事に関して水道局が当社以外の者と締結す

る契約の履行を確保するために必要な監督（区部に限る）  

(３ ) 仮設給水栓等の設置業務  

応急給水に伴う仮説給水栓等の設置  

(４ ) 管路等の応急復旧を支援する業務  

管路施設の止水処理及び復旧工事等に関して水道局が当社以外の者と締結

する契約の履行を確保するために必要な監督  

(５ ) その他、水道局が依頼する応急対策業務で当社において対応可能な業務  

＜基本方針＞  

「災害等発生時の応急対策業務等に関する協定（平成２９年７月）」第５条

第１項に規定する、当社が受託する水道局の業務のうち、安定給水を確保する

ために必要な業務を継続すること及び第４条第１項の当社が行うべき応急対策

業務を、「応急対策の補完業務」と位置付け、“最重要業務”として最優先で

実施する。  
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４  緊急対策本部の組織と所掌事務  
４ .１  緊急対策本部の設置・解除  

（１） 災害等が発生し、又は発生する恐れがある場合において、社長は緊急対

策本部を設置するものとする。  

（２） 社長は、緊急対策本部の設置時に当該本部の設置場所及び設置期間を、

また、当該本部を解除したときはその旨を、直ちに社員に告示しなければ

ならない。  

（３） 緊急対策本部の構成員及び復旧特命チームのメンバーは、災害対策用被

服及び腕章の着用により任務を明示する。  

 

４ .２  緊急対策本部の所掌事務  

（１）  緊急対策本部の非常配備態勢の設置及び解除に関すること。  

（２）  お客さま及び社員等の生命及び身体の保護に関すること。  

（３）  重要な災害情報等の収集及び伝達に関すること。  

（４）  事業継続を図るための対応及び総合調整に関すること。  

（５）  施設等の保全に関すること。  

（６）  マスメディアに関すること。  

（７）  災害等応急対策に要する経費処理に関すること。  

（８）  前各号に掲げるもののほか、重要な災害対策に関すること。  

 

４ .３  緊急対策本部の設置場所  

設置場所  設置の場所  

本   部  新宿グリーンタワービル７ F。ただし、緊急対

策本部長が本社に設置することが不適当と判

断した場合は、次により緊急対策本部を設置

する。  

（本部被災の場合） 

第１順位  

 

立川ビル３ F 

第２順位  その他適切と判断される場所  
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４ .４  緊急時対応体制の組織機能と役割  

緊急時対応体制の各組織機能と役割を以下に定める。  

構  成  員  職     名  役    割  

本  

 

部  

 

会  

 

議  

本 部 長  社    長  ・震災応急対策本部の統括  

副 本部 長  常勤取締役  ・本部長の補佐  

多摩対策部長  多摩事業本部長  ・多摩地区業務の統括  

  本  

 

 

  部  

 

 

  員  

庶 務 班 

総務部長  

監査室長  

研修部長  

・社員の参集及び就業状況の把握  

・社員及び事業所の被災状況の把握  

・社以内の事務連絡及び本部会議庶務  

・その他、庶務及び広報事務  

連 絡 調 整 班 

企画調整部長  

経営管理室長  

プ ロ ジ ェ ク ト

推進部長  

設備企画部長  

・水道局給水対策部との情報連絡及び

調節  

・本部・多摩対策部との情報連絡及び

調整  

・震災応急対策計画の進捗状況把握  

・社内情報システムの機能維持  

・各種情報の配信、記録、整理  

・その他、社内総合調整  

調 達 班 管理部長  

・資材、車両、燃料、非常用食料等の

調達  

・備蓄品（非常用食料、医薬品等）の

管理  

・宿泊場所、寝具等の確保  

・その他、経理事務  

被

害

調

査

応

急

復

旧

班 

配水施設

調 査 担

当  

管路管理部長  
・配水施設に被害状況調査、応急復旧  

・管路施設の止水処理及び復旧工事に

必要な監督  

・重要管路等の被害状況調査及び復旧

工事に必要な監督  

・給水装置の止水処理及び復旧工事に

必要な監督  

・仮設給水栓等の設置  

・その他、被害状況等により必要な  

業務  

配 水 施

設 復 旧

担 当  

施設整備部長  

大 規 模  

施 設 復

旧 担 当  

施設整備部長  

給 水 装

置 調 査

復 旧 担

当  

給水装置部長  

設  備  管  理  班  

・浄水場、給水所等の運転管理  

・関連設備の被害状況調査及び点検  

・配水管付帯設備の被害状況調査及び

点検  

・水道局（浄水場、水運用センター）

からの要請業務  

・その他、被害状況等により必要な業

務  
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本  

 

部  

 

会  

 

議  

本 

部 

員 

  

多 摩 連 絡 調 整 班 

 

多摩技術部長  

・水道局多摩対策担当（多摩水）との

情報連絡及び調整  

・本部各班との情報連絡及び調整  

・多摩各班との情報連絡及び調整  

・社員の参集及び就業状況の把握  

・社員の被災状況の把握  

・事業所被災状況の把握  

・受託工事現場の点検及び受注者指導  

・管路の調査及び復旧作業  

・多摩対策会議の庶務  

・その他、庶務事務等  

多摩被害調査応

急復旧班  
多摩管路部長  

・水道局多摩調整班との情報連絡及び

調整  

・本部各班との情報連絡及び調整  

・管路施設等の被害状況調査及び応急

復旧  

・工事現場の被害状況調査及び保安措

置状況点検  

・給水装置の止水処理及び応急復旧  

・仮説給水栓等の設置  

・復旧計画の策定補助  

・受託業務に基づく点検及び応急措置  

・その他、被害状況等により必要な業

務  

多摩設備管理班  多摩設備部長  

・水道局多摩調整班との情報連絡及び

調整  

・本部設備管理班との情報連絡及び調

整  

・社員の参集及び就業状況の把握  

・社員の被災状況の把握  

・浄水所、給水所の運転管理  

・施設、設備の被害状況調査及び点検  

・その他、被害状況等により必要な業

務  

事 務 局 
 総  務  部  長  

 総  務  課  長  

・緊急対策本部の設営  

・緊急対策本部の運営（状況の集約  

等）  

・情報の記録・管理  

・緊急対策本部及び部門対策本部と  

の連絡調整  
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５  緊急時連絡網  

５ .１  事象別の初動ルール  

事   象  初  動  ル  ー  ル     

＜他発災害＞   

火災（他

所）  

社員等は、防災センターからの全館放送等による指示に従

う。  

地震  
社員等は、防災センターからの全館放送等による指示に従

う。  

テロ、犯罪  
社員等は、防災センターからの全館放送等による指示に従

う。  

＜自発災害＞   

火災（自所） 
発見者は、総務部長又は防火管理者、防災センターへ通報す

る。  

テロ、犯罪  
発見者は、総務部長又は防火管理者、防災センターへ通報す

る。  

傷害・発病  
発見者は、総務部長又は防火管理者、消防署へ通報。次いで

防災センターへ通報する。  

 

５ .２  緊急時における通報及び連絡網  

（１）  連絡・指示は実線の流れによる。  

（２）  通報の伝達は点線の流れによる。  

     発見者は、初動ルールに従うとともに、総務部長に通報する。  

（３）  夜間及び休日に発生した場合も前各号に準じて取り扱う。  

 

（次ページ参照）  
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多摩水道統合管理室 常勤取締役 

社長  

総務部長  

常勤取締役  

外部機関からの

通報  

連絡･指示  

通報  

緊急時における通報及び連絡網  

 

社
員
等 

 

各
部
長 

課
長 

社
員
等 

 

各
部
長 

担
当
部
長 

課
長 

各
部
長 

担
当
部
長 

担
当
課
長 

社
員
等 

 

消防署、防災

セ ン タ ー へ

の通報  
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６  災害時の行動計画  

６ .１  自然災害及びテロ、犯罪、傷害、発病等  

（１）  火災  

社員等が火災を発見した場合  他のテナントで火災が発生した場合  

  

 

  

発見

消火活動  

通報  防災センター  

防火管理者  総務部長  

社長決定  

緊 急 対 策 本

部の設置  

社 員 等 は 放 送

等 に よ る 指 示

に従う  

防災センターか

ら全館放送等  

又は , 

通 常 の ラ イ

ンで対応  

復旧活動  

安全確保後  

株 主 ･ 社 外 取

締役への連絡  
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（２）  地震  

社員等が社内で遭遇した場合   

  

 

 

（３）  テロ、犯罪、傷害、発病等  

社員等が社内で遭遇した場合  他のテナントで事件が発生した場合  

  

 

 

発見者  

通報  
防 災 セ

ンター  

総務部長  

社 員 等 は 放 送

等 に よ る 指 示

に従う  

防 災 セ ン タ ー か

ら全館放送等  

復旧活動  

安全確保後  

 

消防署  

救命優先  

通常  

緊 急 対 策 本 部

の設置  
通 常 の ラ イ

ンで対応  

社長決定  

株主 ･社外取

締 役 へ の 連

絡  

 

総務部長  

社 員 等 は 放 送

等 に よ る 指 示

に従う  

防 災 セ ン タ ー

か ら 全 館 放 送

等  

安全確保後  

救命優先  

社長決定  

復旧活動  

震災応急  

対   策  

 

通 常 の ラ イ

ンで対応  

株 主 ･ 社 外

取 締 役 へ の

 

火 災 発

生 の 場

合 、

（ １ ）

を参照  

 

平 常 給 水 に 甚 大 な 影 響 が あ

る場合で、水道局に応急給水

本部が設置された場合  
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７  災害時の応急対応  

７ .１  自然災害及びテロ、犯罪、傷害、発病等  

消防法第 8 条第１項に基づく消防計画及び同法第 8 条の２第１項に基づく

共同防火管理協議会が定めた全体消防計画により対応する。  

（１）火災  

社員等が社内で遭遇した場合  他のテナントで火災が発生した場合  

①発見した者は、近在者に知らせると同

時に、火災報知器および電話等により、

ビルの防災センターに緊急通報する。  

②火災発見者又は近在者は総務部長又

は防火管理者に通報する。  

③他の社員等は、ビルの防災センターか

らの指示に従い行動する。  

 

①社員等は、防災センターからの全館

放送等の指示に従い行動する。  

 

 

（２）地震  

社員等が社内で遭遇した場合   

①火災が発生した場合、ビルの防災セン

ターに緊急通報する（以下「火災」項目

による）。  

②他の社員等は、ビルの防災センターか

らの指示に従い行動する。  

 

①社員等は、防災センターからの全館

放送等の指示に従い行動する。  

 

 

（３）テロ、犯罪、傷害、発病等  

社員等が社内で遭遇した場合  他のテナントで事件が発生した場合  

①発見者は、近在者に知らせると同時に  

電話等により、ビルの防災センターに緊

急通報する。但し、救命が優先される場

合は直接、消防署に通報する。  

②発見者又は近在者は、総務部長に通報

する。  

③発見者又は近在者は、自身の安全を確

保する。  

①社員等は、防災センターからの全

館放送等の指示に従い行動する。  

＜注意＞新型インフルエンザ等が発生した場合は、「新型インフルエンザ対応マニ

ュアル」に従い対応する。  
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８  災害時の事業継続対応  

８ .１  緊急対策本部の設置  

地震等の発生時は、代表取締役社長を本部長とする東京水道サービス株式

会社緊急対策本部（以下「本部」という。）を設置し、本部長のもとに各班

体制をとり、水道局の要請による応急対策業務を遂行する。  

水道局と本部の協力体制については、「災害等発生時の応急対策業務等に

関する協定（参考資料１）」及び「災害発生時の応急対策業務等に関する覚

書（参考資料２）」により、必要な協力体制を確保する。  

（１）  本部の設置要件  

本部長は次に掲げる事態のいずれかに該当すると判断した場合は、本部を

設置し、速やかに震災応急対策本部会議を招集する。  

 ア  地震等による災害の発生（以下「発災」という。）により水道局が行

う平常給水に甚大な影響がある場合で、水道局に給水対策本部が設置さ

れた場合  

 イ  東京都内（島しょ部を除く。）で震度６弱以上の地震が発生した場合  

 ウ  前号に定める場合に加えて、災害等が発生し又はまさに発生する恐れ

がある状況で、水道局の要請を受けた場合  

（２）  本部の組織及び運営  

    ア  本部長は、本部全般を統括する。  

取締役は、副本部長（技術担当又は事務担当）として本部業務につい

て、本部長を補佐する。  

多摩事業本部長は本部の多摩対策部長として多摩地区の業務を統括

する。  

      イ  本部は本社（新宿区西新宿６ -14-１  グリーンタワービル）７階会議

室に設置し、情報収集に必要な通信機器類を配置する。  

なお、本社内に本部設置が困難な場合は、多摩事業本部（立川市柴崎

町三丁目６番 14 号）等に設置する。  

ウ  本部を設置した場合は、速やかに本部会議を開催する。   

エ  本部会議は本部長が招集し、議事をつかさどる。   

本部長が不在の時は、下表の者が代行する。   

本部長の代行順位 

優先順位１位 副本部長（事務担当） 

優先順位２位 副本部長（技術担当） 

優先順位３位 多摩対策部長 

優先順位４位 庶務班長 

オ  本部会議の庶務は、庶務班が務める。   

カ  本部会議は、本部長、副本部長、多摩対策部長、各班長又は副班長

の職にある者及び必要な社員で構成する。   
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キ  勤務時間内に本部設置が必要となる災害等が発生した場合は、直ち

に本社７階会議室の通信機器類の運用準備を行うとともに、連絡調整

班を始めとした各班が、情報収集活動を開始する。   

ク  夜間、休日等に本部設置が必要となる災害等が発生した場合は、初

動要員及び第１非常配備要員が、直ちに参集して本部立上げと情報収

集活動を開始し、本部各班に業務を引継ぐまで、初動活動を行う。   

ケ  本部長は、水道局で開催される給水対策本部会議に当社社員を情報

連絡要員として派遣し情報収集、活動状況の報告を行わせる。   

 

８ .２  本部の情報連絡活動   

（１）  本部設置後、水道局との震災応急対策業務に関する情報連絡は、水道局

水運用専用電話、業務用無線及び衛星携帯電話等を使用して行う。   

水運用専用電話、業務用無線及び衛星携帯電話等による情報連絡が十分

できない場合は、本部連絡員として必要な社員を水道局へ派遣する。   

（２）  連絡先は、以下の一覧による。   

・東京水道サービス株式会社震災応急対策本部連絡先一覧   

・水道局給水対策本部等連絡先一覧  

（３）  水道局との連絡窓口（協定、第３条、第４条及び第５条関係）は以下

のとおり。   

・応援要請等に関する局と TSSの連絡窓口（区部）覚書  

・応援要請等に関する局と TSSの連絡窓口（多摩）覚書   

・第４条（応急対策業務）に関する連絡窓口詳細  覚書   

（４）  夜間、休日等における水道局水運用センターからの震災一斉通報等の

受信については、多摩水道統合管理室を窓口とする。   

 

８ .３  震災応急対策本部の業務分担  

水道局給水対策本部等と情報連絡を行うとともに、社内各班と情報連絡

を密にして、震災応急対策業務を適切に実施する。  

各班の業務概要は、以下のとおりとする。   

（１）  庶務班   

ア  社員の参集及び就業状況の把握   

イ  社員及び事業所の被災状況の把握   

ウ  社内の事務連絡及び本部会議庶務   

エ  その他、庶務及び広報事務   

（２）  連絡調整班   

ア  水道局給水対策本部等との情報連絡及び調整   

イ  本部・多摩対策部との情報連絡及び調整   

ウ  震災応急対策計画の進捗状況把握   
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エ  社内情報システムの機能維持   

オ  各種情報の配信、記録、整理   

カ  その他、社内総合調整   

（３）  調達班   

ア  資材、車両、燃料、非常用食料等の調達   

イ  備蓄品（非常用食料、医薬品等）の管理   

ウ  宿泊場所、寝具等の確保   

エ  その他、経理事務   

（４）  被害調査応急復旧班   

水道局各支所、各建設事務所と連携し、配水施設、給水装置の被害状

況調査及び応急復旧業務を実施する。   

なお、受託工事は、配水小管設計及び工事監督業務委託仕様書（地震

発生時の協力体制）等に基づき、速やかな被害状況の報告、適切な保安

処置等を実施する。   

ア  配水施設調査担当   

水道局各支所の配水施設復旧担当等と連携して、調査班を編成し、

配水施設の被害状況調査を実施する。   

(ｱ) 首都中枢機関等への供給管路の調査   

(ｲ) 水配に大きな影響を与える管路の調査   

（第一次重要路線、第二次重要路線、配水小管重要路線）   

(ｳ) 応急給水施設や避難所等に至る路線の調査   

(ｴ) 緊急啓開道路、鉄道・主要道路横断箇所の調査   

(ｵ) その他、被害状況等により必要な業務   

なお、漏水が送配水に影響を及ぼす場合、道路陥没等の交通上危

険な場合等には、応急措置を講ずる。   

イ  配水施設復旧担当   

水道局各支所の配水施設復旧担当等と連携して、復旧班を編成し、

配水施設の応急復旧業務を実施する。   

(ｱ) 首都中枢機関等への供給管路の応急復旧   

(ｲ) 水配に大きな影響を与える管路の応急復旧（配水小管重要路線）   

(ｳ) 応急給水施設や避難所等に至る路線の応急復旧   

(ｴ) 緊急啓開道路、鉄道・主要道路横断箇所の応急復旧   

(ｵ) その他、被害状況等により必要な業務   

なお、漏水が送・配水に影響を及ぼす場合、道路陥没等の交通上危

険な場合等には、応急措置を講ずる。   

ウ  大規模施設復旧担当   

水道局各建設事務所の大規模施設復旧担当と連携して、応急復旧業

務を実施する。   
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(ｱ) 大規模配水施設の応急復旧   

(ｲ) 水配に大きな影響を与える管路の応急復旧（第一次重要路線、第

二次重要路線）   

(ｳ) その他、被害状況等により必要な業務   

エ  給水装置調査復旧担当   

水道局各支所の給水装置復旧担当等と連携して、調査班及び作業班

を編成し、給水装置の被害状況調査及び応急復旧業務を実施する。   

(ｱ) 地域ごとの包括的な給水装置被害状況調査   

(ｲ) 応急給水施設や避難所等に至る重要給水管路の被害状況調査   

(ｳ) 給水装置の復旧業務（給水装置の止水処理、復旧工事等に関する

監督）   

(ｴ) 仮設給水栓等の設置業務（応急給水に伴う仮設給水栓等の設置、

設置に関する監督）  

(ｵ) 協定等に基づいた水道局からの要請業務   

(ｶ) その他、被害状況等により必要な業務   

（５）  設備管理班   

ア  浄水場、給水所等の運転管理   

イ  関連設備の被害状況調査及び点検   

ウ  配水管付帯設備の被害状況調査及び点検   

エ  水道局（浄水場、水運用センター）からの要請業務   

オ  その他、被害状況等により必要な業務   

 

８ .４  多摩対策部の業務分担   

水道局多摩対策担当と連携し、本部各班と情報連絡を密にして、震災応

急対策業務を適切に実施する。  

多摩各班の業務概要は、以下のとおりとする。   

（１）  多摩連絡調整班   

水道局多摩対策担当と連携し、多摩対策部の全体調整、受託工事現

場の点検及び管路施設の被害状況調査等支援の応急対策業務を実施す

る。   

ア  庶務担当   

(ｱ) 本部、多摩各班との情報連絡及び調整   

(ｲ) 社員の参集、就業状況の把握   

(ｳ) 社員及び事業所の被災状況の把握   

(ｴ) 多摩対策会議の庶務   

(ｵ) その他、庶務事務   

イ  連絡調整担当   

(ｱ) 水道局多摩対策担当との情報連絡及び調整   
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(ｲ) 本部、多摩各班との情報連絡及び調整   

(ｳ) 多摩対策部内の総合調整   

(ｴ) 資材、車両、燃料等の調達   

ウ  大規模施設応援担当   

(ｱ) 受託工事現場の点検及び受注者の指導   

(ｲ) 応急復旧工事の監督及び進捗管理   

(ｳ) 水道局からの要請に基づく調査、応急復旧支援   

エ  管路調査復旧応援担当   

管路施設の被害状況調査及び応急復旧支援   

（２）  多摩被害調査応急復旧班   

水道局多摩調整班及び給水管理事務所等と連携し、管路施設の被害

状況調査、応急措置及び仮設給水栓設置等の応急対策業務を実施す

る。   

ア  管路調整担当   

水道局多摩調整班及び給水管理事務所等と連携し、応急対策業務が

円滑に実施されるよう給水装置調整担当と連絡を密にして、管路施設

調査復旧担当を支援する。   

(ｱ) 本部、多摩各班との情報連絡及び調整   

(ｲ) 管路施設調査復旧担当との情報連絡及び調整   

(ｳ) 管路施設の被害状況の把握   

(ｴ) 管路施設の復旧状況の把握   

イ  管路施設調査復旧担当   

水道局給水管理事務所等と連携し、管路調整担当及び給水装置調査

復旧担当と連携を密にして、管路施設の応急対策業務を実施する。   

(ｱ) 首都中枢機関等への供給管路の被害状況調査及び応急復旧   

(ｲ) 水配に大きな影響を与える管路の被害状況調査及び応急復旧   

(ｳ) 応急給水施設や避難所等に至る路線の被害状況調査及び応急復旧   

(ｴ) 復旧計画の策定補助   

(ｵ) その他、被害状況等により必要な業務   

ウ  給水装置調整担当   

水道局多摩調整班及び給水管理事務所等と連携し、応急対策業務が

円滑に実施されるよう管路調整担当と連絡を密にして、給水装置調査

復旧担当を支援する。   

(ｱ) 本部、多摩各班との情報連絡及び調整   

(ｲ) 給水装置調査復旧担当との情報連絡及び調整   

(ｳ) 給水装置の被害状況の把握   

(ｴ) 給水装置の復旧状況の把握   

エ  給水装置調査復旧担当   
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水道局給水管理事務所等と連携し、給水装置調整担当及び管路施設

調査復旧担当と連絡を密にして、給水装置の応急対策業務を実施す

る。   

(ｱ) 首都中枢機関、災害拠点病院等の給水装置被害状況調査及び応急

復旧   

(ｲ) 応急給水施設や避難所等に至る給水管路の被害状況調査及び応急

復旧   

(ｳ) 仮設給水栓の設置   

(ｴ) 復旧計画の策定補助   

(ｵ) その他、被害状況等により必要な業務   

オ  管路施設支援等担当   

水道局多摩調整班からの出動要請に基づく応急対策業務を実施す

る。   

（３）  多摩設備管理班   

水道局多摩調整班及び給水管理事務所等と連携し、本部設備管理班

と連絡を密にして、受託業務に基づく各施設の運転調整、水配調整

及び被害状況調査、点検等を実施する。   

ア  庶務担当   

(ｱ) 本部、多摩各班との情報連絡及び調整   

(ｲ) 社員の参集及び就業状況の把握   

(ｳ) 社員の被災状況の把握   

(ｴ) その他、庶務事務   

イ  運転管理・調査復旧調整担当   

水道局多摩調整班及び給水管理事務所等と連携し、本部設備管理班

と連絡を密にして、受託業務に基づく各施設の運転調整及び被害状況

調査、点検、応急措置等が円滑に実施されるよう、運転調整担当及び

調査復旧担当を支援する。   

(ｱ) 多摩設備管理班内の調整   

(ｲ) 施設の運転及び被災状況等の把握   

(ｳ) 被災状況調査等に応じた社員の再配置   

(ｴ) 協力会社との連絡・調整   

ウ  運転調整担当   

水道局調整班及び給水管理事務所等と連携し、本部設備管理班と連

絡を密にして、運転管理・調査復旧調整担当及び調査復旧担当と連絡

を密にして、各施設の運転調整及び被害状況調査、点検、応急措置等

を実施する。   

(ｱ) 地震発生時の運転、送配水状況の確認及び監視強化   

(ｲ) 施設の被災状況及び点検結果の把握   
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(ｳ) 水道局からの要請業務対応   

(ｴ) 協力会社との連絡・調整   

(ｵ) その他、被害状況等により必要となる業務   

エ  調査復旧担当   

水道局給水管理事務所等と連携し、運転調整担当と連絡を密にし

て、施設等の被害状況調査、点検、応急措置等を実施する。   

(ｱ) 地震及び風害等の自然災害発生時の巡視点検   

(ｲ) 警備強化に伴う巡視点検   

(ｳ) 協力会社との連絡・調整   

(ｴ) その他、被害状況等により必要となる業務   
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８.５ 活動優先業務 

   

部

署

名 

業務名 業務内容 

○：着手  

：継続  

３

時

間

以

内  

１

日

以

内  

３

日

以

内  

１

週

間

以

内  

総

務

部 

災害対策本部の設

置、運営 

・発災後の迅速かつ的確な災害対応を

実施するため、本社において震災応急

対策本部を設置  

・災害対策本部会議の開催等、災害対

策本部の運営に関する事務  

【対策本部の主な役割】  

・危機管理に係る対処方針の決定と各

種対策の実施の指示  

・社内各部課の役割分担の確定と分担

業務の対応状況の確認  

・被害状況に関する情報の集中管理と

全体状況の把握  

・水道局対策本部・関係機関との連

絡、調整 

・その他必要な事項 

    

被害状況の把握着手  

 

・社員の参集状況 

・参集途上の被害状況の把握及び局災

害対策本部への報告 

・事業所の被災状況の把握及び局災害

対策本部への報告  

    

庁舎管理 【庁内管理及び宿直に関すること】 

・庁内の秩序維持並びに盗難及び火災

の予防等  

・庁舎内の被災状況等の把握、庁舎破

損部分の応急措置と安全確保、建物各

部の点検、崩壊するおそれのある部分

の「立入禁止」措置を実施 
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総

務

部 

給食業務  

（社員用）  

・災害時に災害対策本部・応急復旧の

業務に従事する全社員に対し、食糧を

供給  

 

 

   

被害の把握、連絡調

整  

 

・被害状況及び対応状況の確認  

・社員の参集状況・参集途上の被害状

況の把握 

・局等との連絡調整等の実施  

 

 

 

   

応急危険度判定等施

設の復旧に関する業

務  

・各施設管理者等は、速やかに被害状

況等を把握し、応急危険度判定を実施

する等、的確な安全確認と適切な措置

により二次災害を防止  

 

 

 

   

システムの復旧（ガ

ルーンなど根幹とな

るシステム）  

・災害時における情報収集、各業務の

遅延、都民サービスの低下等につなが

るおそれがあるため、早期に復旧  

 

 

   

現金の支出（災害対

応に係る財源確保に

限る。）  

・災害時の物品等の購入など、非常時

優先業務を継続するための現金を支出 

 

 

  

 

 

 予算事務  

（災害対応に係る予

算事務に限る。）  

・災害対応に必要な経費の確保に係る

業務として、財政計画等の策定や予算

に係る業務を実施  

   

 

 

契約事務  

（災害対応に係る契

約事務に限る。）  

・災害対策に必要な工事発注、物資・

資機材、医薬品等の調達に係る契約事

務  

 

 

   

 

 

設

備

企

画

部 

情報系ネットワーク

の復旧  

【データ通信ネットワークの運用】 

・データ通信ネットワークの通常の運

用業務及び災害時の現況確認、復旧業

務  

 

 

   

情報システム基盤の

稼動環境維持  

・ユーザー技術支援、アクセシビリテ

ィ対応等  

 

 

   

システムの復旧（ガ

ルーンなど根幹とな

るシステム）  

・災害時における情報収集、各業務の

遅延、都民サービスの低下等につなが

るおそれがあるため、早期に復旧  
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各

部 

被害状況の把握着手  

 

各施設の稼働状況、被害個所の復旧対

応方針等について、各事業所と情報連

携を実施  

【施設（設備含む。）の調査及び応急

措置の実施】 

・所管施設の被害状況・周辺状況の情

報を収集するため、必要に応じて、現

場へ出動し、連絡・調整を実施 

・施設の被害状況を確認し、局の判断

を仰ぎ、必要に応じ応急措置を実施 

【工事現場の被害状況・保安措置状況

の把握】 

 ・施工中工事現場の被害状況や保安

措置状況について、情報の収集・連

絡・調整を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

問い合わせ対応  

 

【お客さまからの問合せ対応】 

 ・お客さまからの問合せ等に対する

広聴活動  

 

 

   

各施設の稼動状況・

被害箇所の把握と復

旧計画の作成  

 

【施設等の被害状況の調査・把握】  

・各施設の稼働状況、被害個所の復旧

対応方針等について、各事業所と情報

連携を実施  

【応急復旧支援調整】  

・状況に応じた、応急復旧支援態勢の

検討を実施  

【施設（設備含む）の水配調整】  

・各施設の被害状況や運転状況を踏ま

え、今後の水配計画について、関係部

署と連絡調整を実施  

 

 

 

 

 

   

 水道施設の段階的復

旧  

（30日以内の完了を

目標）  

策定した復旧計画に基づき、施設の復

旧を実施  

 

    

 

  

 

８ .６  社員の活動態勢   

（１）  勤務時間内における活動態勢   

本部長が発令する活動態勢をとり、社員は、各所属において応急対策



20 

 

業務に従事する。   

後述する参集免除の社員以外で、休暇取得等により所属を不在にして

いる社員の参集については、夜間、休日等における活動態勢に準じるも

のとする。   

なお、勤務時間とは、原則、午前８時 30分から午後５時 15分までの期

間とする。  

  

（２）  夜間、休日等における活動態勢   

社員は、地震の震度又は本部長の発令に応じて参集し、各々の応急対

策業務に従事する。   

なお、地震以外の災害においても、本部長の発令に基づいた活動態勢

をとることがある。   

 

（注）参集を判断する震度は、東京都内（島しょ部を除く。）で最大のものとす

る。   

（注）被害が甚大である場合、震度にかかわらず参集を指示する場合がある。   

参集基準 震度レベル  参集対象の初動要員  初動要員以外の社員  

震度5弱  本部長の発令を受けた初動要

員  

本部長が指定配備態勢要員と

して発令した社員  

本部長の発令を受けた第1非

常配備要員（状況に応じその

他の社員が発令を受けて参

集）  

震度5強  全初動要員  第1非常配備要員（状況に応

じその他の社員が発令を受け

て参集）  

震度6弱以上  全初動要員  全社員  

 

 

８ .７  活動内容  

（１）  震度５弱発災時  

本部長が指定配備要員として発令した社員は、水道局等からの情報を収

集し、必要に応じて、本部長に状況報告を行うなど、初動態勢を確保する。  

（２）  震度５強発災時  

初動要員及び第１非行配備要員は、指定場所に自主的に参集し、直ちに

情報収集活動を開始するとともに、本部長に本部設置の要否に必要な情報

を報告するなど初動態勢を確保する。  

（３）  震度６以上  
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全社員は指定場所に自主的に参集し、震災行動マニュアルに基づき応急

対策業務に従事する。  

 

８．８  社員の参集態勢  

（１）  参集場所及び手段  

ア  夜間、休日の発災時には、予め所属部長が指定した場所に参集する。  

   イ  公共交通機関の運行状況や道路状況により指定場所への参集が困難

な場合は、一時的に居住地又は通勤経路から最寄りの当社事業所に参

集し、所属部署にその旨を連絡する。また、公共交通機関の運行状況

や道路状況が回復した時点で、指定場所に参集する。  

   ウ  参集手段は、公共交通機関、徒歩又は二輪車（自転車等）によるもの

とする。ただし、所属長が必要性、緊急性を要するものとして判断し

た場合に限り、タクシー等の交通機関を利用することができる。  

（２）  社員の安否連絡  

震度５強以上の地震が発生した場合は、社員は安否参集確認システムを

活用するなどして各自の安否及び参集に関する情報を所属等に連絡する。 

（３）  参集の免除  

業務上の傷病、震災による傷病、慶弔休暇（親族が死亡した場合に限る。）、

休職、病気欠勤、出産育児に関する社員及び介護に係る社員は、原則、参

集しなくてよいものとする。なお、参集を免除された社員以外で休暇取得

等により所属を不在にしている社員は、夜間、休日等における活動態勢に

準じて参集するものとする。  

（４）  参集途上の情報収集  

参集途上で水道施設等の被害を把握した場合は、速やかに本部又は所属

部署へ被害状況を報告する。  

 

８．９  社員の非常配備態勢  

夜間、休日の震災時には、予め所属部長が指定した初動要員、第１非常

配備要員及び第２非常配備要員が震度に応じて参集し非常配備態勢を整

える。  

（１）  初動要員は、本社又は多摩事業本部に参集し、本部設置の準備、通信  

機器を設置するなどの初動態勢を確保し、情報収集に努め収集した情報は

本部長に報告する。  

（２）  初動要員は、以下の社員で構成する。  

参集場所 対象者 

本社 １ 本社勤務の幹部職員 

２ 指定社員（東京都２３区内居住者等） 

３ 社員寮入居社員（杉並寮、中野坂上寮） 
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多摩事業本部 １ 多摩事業本部の幹部役員 

２ 指定社員 

（本部から概ね半径 10 ㎞圏内居住者及び所属部長が指定した社員） 

３ 社員寮入居社員 

 （立川寮、錦寮、砂川寮、拝島第一寮、拝島第二寮） 

 

（３）  初動要員を免除する社員  

ア  第１非常配備要員  

    初動要員以外で、所属部長が指定した社員とする。  

  イ  第２非常配備要員  

    初動要員及び第１非常配備要員以外の社員とする。  

 

８． 10 社員必要数  

各班の必要社員数等は下表のとおりとする。  

なお、夜間、休日等の発災により、社員が不足する場合は、社員の再配

置を検討する。  

 

班名 

現員数 

(A) 

必要 

人数 

(B) 

割合 

％ 

(B/A) 

過不足 

社員数 

(A-B) 

庶務班 ６７ ２０ ２９.９ ４７ 

連絡調整班 ７３ １９ ２６.０ ５４ 

調達班 １３ ６ ４６.２ ７ 

被害調査応急復旧班 

配水施設調査担当 ６３ ３０ ４７.６ ３３ 

配水施設復旧担当 １５３ １１４ ７４.５ ３９ 

大規模施設復旧担当 ５２ ２０ ３８.５ ３２ 

給水装置調査復旧担当 ３０８ １４５ ４７.１ １６３ 

設備管理班 １１４ ３５ ３０.７ ７９ 

多摩連絡調整班 １０２ ５１ ５０.０ ５１ 

多摩被害調査応急復旧班 ４５２ ３７２ ８２.３ ８０ 

多摩設備管理班 １７１ ７６ ４４.４ ９５ 

合計 １５６８ ８８８ ４７.０ ６８０ 

 

８． 11 その他業務  

（１） 再優先業務以外の業務については、一時的に休止することとし、再優先

業務の活動を全社的に支援するものとする。  

（２）  休止に係る取引先等との連絡は、平常時における所管部署が連絡する
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ものとする。  

９  活動態勢の増強等  

９．１  活動態勢の増強、縮小及び再配置等  

   本部長は次の場合は態勢を増強、縮小し社員の再配置を行う。  

（１）  水道施設の被害状況に応じて、その時点における態勢により十分な対  

応が図り難いと認めるとき、又は態勢に余裕が生じたとき。  

（２）  応急対策が進展し、態勢に余裕が生じたとき。  

（３）  当社の非常配備要員だけでは活動態勢が十分でないと判断した場合、  

協力会社社員等の応援を要請する。  

 

９．２  活動態勢時の被服及び宿泊等  

（１） 震災応急対策業務に従事する社員は、現場に出動する際、ヘルメット、  

安全靴及び作業服等を着用し安全対策に十分配慮する。  

（２）震災応急対策業務に従事する社員の休憩及び宿泊場所は、原則として、 

当社施設を利用する。  

 

10 備蓄用品及び機材等  

10．１  非常用食料等の備蓄  

震災応急対策業務を実施するため、以下のとおり非常用食料等を備蓄

する。  

なお、詳細は審査時行動マニュアル（調達班）による。  

（１）  非常用食料の備蓄  

ア  非常用食料は、必要な場所に備蓄する。  

イ  基準備蓄量は、全社員（運転系協力会社を含む。）１人当たり３日分

程度とする。  

ウ  非常用食料は、適正管理し、常に利用可能な状態とする。  

（２）  寝具の備蓄  

ア  寝袋及び難燃性毛布等は、必要な場所に備蓄する。  

イ  寝袋の基準備蓄量は全社員数の２分の１程度を対象とする。  

ウ  難燃性毛布の基準備蓄量は、全社員数の２分の１程度を対象とする。 

エ  寝具は、適正管理し常に利用可能な状態とする。  

（３）  調理用具等の備蓄  

ア  鍋、携帯用コンロ及びガスボンベ一式等を必要な場所に備蓄する。  

イ  調理用具等は、適正管理し、常に利用可能な状態とする。  

（４）  医薬品の備蓄  

ア  医薬品は、必要な場所に備蓄する。  

イ  医薬品は、適正管理し常に利用可能な状態とする。  

（５）  その他  
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ア  簡易トイレは、全社員数（運転系協力会社等含む）の３日分を備蓄  

する。  

イ  手回し充電ラジオは、各課（所）当たり１台程度を備蓄する。  

 

10．２  震災時の使用機材等  

震災時には、以下の通信機材、緊急通行車両等を使用して震災応急対

策業務を行う。  

（１）  通信機材  

水運用専用電話、業務用無線及び衛星携帯電話等の配置票は、震災時

行動マニュアル（連絡調整班）による。  

（２）  緊急通行車両等（災害応急対策に使用される車両）  

災害発生時に警視庁により第一次交通規制が実施され、周囲の状況に

より、第二次交通規制に移行される。  

（第一次交通規制時）  

人命救助、消火活動等に従事する緊急自動車のみが規制を受けず、協

定に基づき行う応急対策業務に関わる当社車両は、検問等の交通規制場

所において、具体的な応急対策内容を説明し、発生直後の応急対策に真

に必要な車両であることを認められた場合、通行が可能となる。  

（第二次交通規制時）  

指定された緊急交通路を通行する場合には、緊急通行車両標章等が必

要となる。その手続きの詳細は、緊急通行車両等の事務手引き（水道局）

による。  

ア  平常時の対応  

緊急通行車両等事前届出書（以下「届出書」という。）を水道局総務

部総務課へ提出し、緊急通行車両等事前届出済証（以下「届出済証」と

いう。）の交付を受ける。  

イ  災害発生時の対応  

災害等発生した場合は、届出済証を提示し、水道局２級事業所等又は

警察関連施設（警視庁、交通機動隊、警察署、緊急交通通路上の交通検

問所等）に緊急通行車両等確認申請書を提出し「緊急通行車両標章」の

発行を受ける。  

ウ  車両配置表は、震災時行動マニュアル（調達班）による。  

 

10．３  その他機材  

携帯型圧力測定器、電気伝導率計、ｐＨ計、複合ガス検知器、超音波流

量計、ボックスロケーター漏水発見器、ポケット残留塩素計等の管理は、

別途、震災時行動マニュアル（被害調査応急復旧班）に記載する。  
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11 その他  

11．１  防災訓練等  

（１）  協定第８条に基づき、水道局の実施する訓練に参加する。  

（２）  社内は、適宜、緊急連絡網を活用した情報伝達訓練等を実施する。  

（３）  ビル管理者等が実施する消防訓練等に積極的に参加し、防災意識の  

向上を図る。  

 

11．２  計画の策定  

（１）  本計画及び各業務の行動マニュアルや復旧手順は、訓練や検証作業  

で洗い出された課題等を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルを通じて適宜見直

すこととする。  

（２）  組織、業務形態の大幅な変更並びに改正が生じた場合においても、  

必要に応じて本計画を改定する。  

 

 

12 事業継続計画の制定  

本計画は令和元年８月１日から施行する。  
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災害等発生時の応急対策業務等に関する協定  

 

 東京都を甲とし、東京水道サービス株式会社を乙として、甲乙間において、次のとおり

協定を締結する。  

 

（趣  旨）  

第１条  この協定は、次の災害又は事態（以下「災害等」という。）が発生し、又はまさ

に発生しようとしているときに、甲が行う水道の給水能力の維持又は回復に係る応急

対策の補完業務として、乙が行う応急対策業務等に関し必要な事項を定める。  

（１）災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第２条第１号に定める災害  

（２）新型インフルエンザ等の大規模流行  

（３）前各号に定めるもののほか、安定給水に重大かつ広域的な支障が生じ、又は生じる

おそれがある緊急の事態であって、本協定に基づき甲が乙に応急対策の応援を要請

する必要がある事態  

 

（計画の作成）  

第２条  乙は、甲が定めた災害等発生時の応急対策計画に基づき、必要な応急対策計画又

は行動マニュアル等を作成する。  

２  甲乙は、それぞれが作成した計画等を相互に交換する。  

また、記載内容に重要な変更が生じる場合は、速やかに甲乙間で協議する。  

 

（態勢の整備）  

第３条  乙は、災害等の発生時に備えて、２４時間の連絡及び非常配備態勢を整備し、こ

れを表とし、甲の連絡及び非常配備態勢配置表と相互に交換する。  

２  乙は、大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年法律第 73 号）第９条に定める警戒宣言

の発表があった場合、又は、島しょ部を除く東京都内のいずれかで震度５強以上の地震

が観測された場合、非常配備態勢をとり、第４条に定める業務に従事できるよう備える。 

３  乙は、前項に定める場合に加えて、災害等が発生し又はまさに発生するおそれがある

場合、甲の要請により非常配備態勢をとる。  

４  前項の要請は、文書により行うものとする。  

 

（災害等発生時の応急対策業務）  

第４条  災害等の発生により甲の施設又は設備等に破損又は損傷が発生し、又は発生し

ているおそれがある場合において、甲は、迅速な復旧のため、乙に対し、文書により日

時、場所及び業務内容を指定し、出動を要請できる。この場合において、乙は甲の要請

に基づき、応急対策業務を実施する。  

２  前項に係る応急対策業務については、あらかじめ甲乙協議の上定める。  

参考資料１ 
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（災害等発生時の委託業務）  

第５条  災害等が発生し、又はまさに発生しようとしているときに、甲が乙に委託してい

る業務のうち、安定給水を確保するために必要な業務については、乙は当該業務に係る

契約に基づいて業務を継続するものとする。  

２  前項以外の委託業務については、４条に定める業務の要員を確保するために、甲乙協

議のうえ、被災の規模等に応じ委託業務を中断する。  

３  委託業務量の減少が発生した場合は、必要に応じて委託契約の変更を行う。  

 

（連絡窓口）  

第６条  第３条、４条及び５条に関する連絡窓口については甲乙協議の上、別途定めるも

のとする。  

 

（費  用）  

第７条  この協定に基づき乙が要した費用については甲の負担とし、費用や支払方法等

の詳細は甲と乙の協議により定める。  

２  乙は、前項の協議により費用の詳細が確定した後、速やかに請求を行う。  

 

（訓  練）  

第８条  乙は、第４条及び第５条第１項の業務が円滑に行われるよう、甲の実施する訓練

に参加するものとする。  

 

（協  議）  

第９条  この協定に定めのない事項又はこの協定の解釈若しくは実施に疑義が生じた場

合は、その都度甲乙協議の上定めるものとする｡ 

 

（適  用）  

第１０条  この協定は、平成２９年８月１日から適用する。  

２  災害等発生時の応急対策業務等に関する協定（平成２１年３月３１日締結）は廃止す

る。  

 

 この協定締結の証として本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、それぞれその１通

を保有するものとする｡ 

 

  平成２９年７月３１日  

             甲  東京都  

               代表者  東京都公営企業管理者  
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                   水道局長  醍  醐   勇  司  

             乙  東京水道サービス株式会社  

               代表取締役社長   増  子   敦  



1 

 

 

災害等発生時の応急対策業務等に関する覚書  

 

（趣  旨）  

第１条  この覚書は、東京都を甲とし、東京水道サービス株式会社を乙として、

災害等発生時の応急対策業務等に関する協定（以下「協定」という。）第４条

第２項の乙が実施する応急対策業務及び第６条の連絡窓口に関する事項につ

いて、次のとおり定めるものとする。  

 

（応急対策業務）  

第２条  協定第 4 条第 2 項により、乙が実施する応急対策業務は、次のとおりと

する。  

（１）水道施設等の被害状況に係る調査業務・応急措置等  

ア  施設・管路の被害状況調査、漏水の発生状況調査及び応急措置のうち、

甲が乙に委託している業務に含まれないもの  

イ  庁舎等危険度診断  

ウ  復旧計画の策定補助  

（２）給水装置の復旧業務  

給水装置の止水処理及び復旧工事等に関して甲が乙以外の者と締結する

契約の履行を確保するために必要な監督（区部に限る。）  

（３）仮設給水栓等の設置業務  

応急給水に伴う仮設給水栓等の設置  

（４）管路等の応急復旧を支援する業務  

ア  管路施設の止水処理及び復旧工事等に関して、甲が乙以外の者と締結す

る契約の履行を確保するために必要な監督  

イ  資材置場の応急復旧、応急復旧用資材の庫出し及び受入れに関する業務  

（５）前各号のほか、甲が依頼する応急対策業務で、乙において対応が可能な業

務  

 

（連絡窓口）  

第３条  協定第６条に関する連絡窓口は、別紙１及び別紙２のとおりとする。  

 

（直接的な作業指示）  

第４条  第２条に挙げる応急対策業務のうち、次の各号に該当する場合で、かつ、

下表に掲げる業務が必要であると想定される場合に限り、前条の連絡窓口によ

る業務要請によらず、別紙３に示す甲の業務所管部署の職員から乙の業務所管

部署の社員へ、直接的に現場への出動を依頼、又は現場で作業の指示や指揮命

令を行うことができる。  

参考資料２ 
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（１）不特定多数の者の生命、身体及び財産に対して重大な損害を及ぼすおそれ

のある場合  

（２）安定給水に重大な支障の生じることが想定される場合  

 

 

項

番  

応急対策業務  想定される場合  

①  
施設・管路の  

被害状況調査  

施設・管路の被害が甚大であることが想定され、

早急に被害の概要を把握する必要のある場合  

②  
漏水の  

発生状況調査  

漏水により、多数の箇所または広域に断水等が発

生していることが想定される場合  

③  
施設・管路に係る  

応急措置  

施設・管路の被害状況を踏まえ、広域的な濁水発

生など早急に被害の拡大を抑制するための応急

措置（弁閉止作業や排水作業等）を講じる必要の

ある場合  

④  
上記以外の緊急対

応を要する業務  

大規模な被害の発生が想定され、早急に被害の拡

大を抑制するための応急措置を講じる必要のあ

る場合  

 

（協  議）  

第５条  この覚書に定めのない事項又は解釈若しくは実施に疑義が生じた場合

は、その都度甲乙協議の上定めるものとする。  

 

（適  用）  

第６条  本覚書は、平成２９年８月１日から適用する。  

２  災害等発生時の応急復旧業務に関する覚書（平成２１年９月３０日）は廃

止する。  

 

この覚書締結の証として、本覚書２通を作成し、甲乙記名押印の上、それぞれ

その１通を保有するものとする。  

 

平成２９年７月３１日  

甲  東京都  

  代表者  東京都公営企業管理者  

    水道局長  醍  醐   勇  司  

 

乙  東京水道サービス株式会社  

代表取締役社長   増  子   敦  
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甲 乙 関係条項

協定3条2項

協定3条3項

必要応援規
模の確認

水道局が必要とする応急対
策業務の内容・期間・場
所・人数などの確認

協定4条

協定4条

：委託業務所管部署

応急対策業務の実施

応
急
対
策
業
務
の
要
請

応援要請等に関する局とＴＳＳの連絡窓口（区部）

協定5条2項

安定給水を継続するのに直
接的に不要な委託業務を中
断し、応急対策業務を実施
するためのＴＳＳ社員を確
保

初
動
体
制
の
確
保

震度5強以上で自動的に非常配備態勢が
発令される場合

上記以外で、特に水道局が初動態勢確保
を要請する場合

可能応援規
模の確認

応急対策業務の要請

配水施設復旧班 震災応急対策本部
文書による要請

配水施設復旧班

支所

配水施設復旧班

調達班

浄水施設復旧班

（浄水管理事務所）

大規模施設復旧班

（建設事務所）

支所 各班

各班

配水施設復旧班 震災応急対策本部
文書による要請

支所

調達班

浄水管理事務所

建設事務所

調達班

応急給水班

浄水施設復旧班

（浄水管理事務所）

大規模施設復旧班

（建設事務所）

震災応急対策本部

調達班

応急給水班

浄水施設復旧班

大規模施設復旧班

震災応急対策本部

各班

委託業務間調整（必要に応じて）

支所

調達班

浄水施設復旧班

大規模施設復旧班

別紙１
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甲 乙 関係条項

協定3条2項

協定3条3項

必要応援規
模の確認

水道局が必要とする応
急対策業務の内容・期
間・場所・人数などの
確認

協定4条

協定4条

：委託業務関係部署

応急対策業務の実施

応援要請等に関する局とＴＳＳの連絡窓口（多摩）

初
動
体
制
の
確
保

震度5強以上で自動的に非常配備態
勢が発令される場合

上記以外で、特に水道局が初動態勢
確保を要請する場合

応
急
対
策
業
務
の
要
請

可能応援規
模の確認

安定給水を継続するの
に直接的に不要な委託
業務を中断し、応急対
策業務を実施するため
のＴＳＳ社員を確保

応急対策業務の要請

協定5条2項

多摩調整班 多摩対策部
文書による要請

多摩調整班

給管

多摩調整班

多摩大規模施設復旧班

給管 各班

各班

多摩調整班 多摩対策部
文書による要請

給管

多摩大規模施設復旧班 各班

多摩対策部

多摩対策部

多摩大規模施設復旧班

多摩大規模施設復旧班

委託業務間調整（必要に応じて）

多摩大規模施設復旧班

別紙２
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区部 多摩 区部 多摩 区部 多摩 区部 多摩

施設調査（点検）

浄水施設復旧班施設復旧担当
設備復旧担当
水運用センター施設管理担当
水質センター水質検査担当
水源管理事務所調査担当

多摩調整班技術調整担当
各給水管理事務所復旧調整担当

浄水部設備課
浄水部浄水課
水運用センター施設管理課
水質センター検査課
水源管理事務所羽村取水管理所

多摩水道改革推進本部調整部
技術指導課
各給水管理事務所施設課
及び各給水事務所

設備管理班 多摩設備管理班
設備管理部
運転管理課
及び所管事業所

多摩設備部
管理課
及び所管事業所

管路調査（点検）
配水施設復旧班配水施設復旧担当
各支所配水施設復旧担当

多摩調整班技術調整担当
各給水管理事務所復旧調整担当

給水部配水課
各支所配水（第一、第二）課

多摩水道改革推進本部調整部
技術指導課
各給水管理事務所施設課
及び各給水事務所

被害調査応急復旧班 多摩被害調査応急復旧班
管路管理部管路第一課
施設整備部施設調査課
及び所管事業所

多摩管路部
管路調査第一課
及び所管事業所

漏水調査
配水施設復旧班給水装置復旧担当
各支所給水装置復旧担当

多摩調整班技術調整担当
各給水管理事務所復旧調整担当

給水部給水課
各支所給水（第一、第二）課

多摩水道改革推進本部調整部
技術指導課
各給水管理事務所施設課
及び各給水事務所

被害調査応急復旧班
多摩被害調査
応急復旧班

給水装置部
給水装置課
及び所管事業所

多摩管路部
給水装置課
及び所管事業所

応急措置
・乙が実施した応急措置の確認
・乙が実施した応急措置の清算

浄水施設復旧班施設復旧担当
設備復旧担当
水運用センター施設管理担当
水質センター水質検査担当
水源管理事務所調査担当
配水施設復旧班配水施設復旧担当
各支所配水施設復旧担当
配水施設復旧班給水装置復旧担当
各支所給水装置復旧担当

多摩調整班技術調整担当
各給水管理事務所復旧調整担当

浄水部設備課
浄水部浄水課
水運用センター施設管理課
水質センター検査課
水源管理事務所羽村取水管理所
給水部配水課
各支所配水（第一、第二）課
給水部給水課
各支所給水（第一、第二）課

多摩水道改革推進本部調整部
技術指導課
各給水管理事務所施設課
及び各給水事務所

被害調査応急復旧班
設備管理班

多摩被害調査
応急復旧班
多摩設備管理班

イ 庁舎等診断 ・乙が実施した診断結果の確認

調達班庁舎等危険度診断担当
水運用センター庶務担当
水源管理事務所庶務担当
各浄水管理事務所庶務担当
各支所庶務担当
各建設事務所庶務担当

調達班庁舎等危険度診断担当
各給水管理事務所庶務担当

被害調査応急復旧班
設備管理班

多摩被害調査応急復旧班
多摩設備管理班

ウ 復旧計画の策定補助

・施設、管路の復旧計画策定
・乙へ依頼する業務内容の検討
・乙に対する業務の依頼
・乙が実施した業務の確認
・乙が実施した業務の清算

浄水施設復旧班施設復旧担当
設備復旧担当
水運用センター施設管理担当
水質センター水質検査担当
水源管理事務所調査担当
配水施設復旧班配水施設復旧担当
各支所配水施設復旧担当
配水施設復旧班給水装置復旧担当
各支所給水装置復旧担当

多摩調整班技術調整担当
各給水管理事務所復旧調整担当

浄水部設備課
浄水部浄水課
水運用センター施設管理課
水質センター検査課
水源管理事務所羽村取水管理所
給水部配水課
各支所配水（第一、第二）課
給水部給水課
各支所給水（第一、第二）課

多摩水道改革推進本部調整部
技術指導課
各給水管理事務所施設課
及び各給水事務所

被害調査応急復旧班
設備管理班

多摩被害調査応急復旧班
多摩設備管理班

給水装置の復旧業務

・給水装置の止水処理数
・乙が実施した止水処理内容の確認
・乙が実施した止水処理業務の清算
・乙が監督を行う復旧工事等の清算

配水施設復旧班給水装置復旧担当
各支所給水装置復旧担当

多摩調整班技術調整担当
各給水管理事務所復旧調整担当

給水部配水課
各支所配水（第一、第二）課

多摩水道改革推進本部調整部
技術指導課
各給水管理事務所施設課
及び各給水事務所

被害調査応急復旧班 多摩被害調査応急復旧班
給水装置部
給水装置課
及び所管事業所

多摩管路部
給水装置課
及び所管事業所

仮設給水栓等の設置業務

・給水栓等設置箇所の把握
・乙に対する給水栓等設置業務の依頼
・乙が実施した業務内容の確認
・乙が実施した業務に対する清算

配水施設復旧班給水装置復旧担当
各支所給水装置復旧担当

多摩調整班技術調整担当
各給水管理事務所復旧調整担当

給水部給水課
各支所給水（第一、第二）課

多摩水道改革推進本部調整部
技術指導課
各給水管理事務所施設課
及び各給水事務所

被害調査応急復旧班 多摩被害調査応急復旧班
給水装置部
給水装置課
及び所管事業所

多摩管路部
給水装置課
及び所管事業所

管路等の応急復旧を支援する
業務

・資材置場の被災状況の把握
・乙へ依頼する置場の応急復旧業務の
　検討
・乙に対する上記業務の依頼
・乙が実施した上記業務の確認
・乙が実施した上記業務の清算
・乙が実施した応急復旧用資材の庫出し
　及び受入数の確認
・乙が実施した上記業務の清算

資材管理班 多摩庶務・調達担当
管理部

水道資材業務課
及び所管事業所

多摩管路部
給水装置課

及び所管事業所

「災害発生時の応急対策業務等に関する覚書」第４条（応急対策業務）に関する連絡窓口詳細

（３）

（４） 調達班貯蔵品出納担当 経理部出納課

災害等発生時における乙の所管組織 通常時における乙の委託所管部署

（１）

（２）

項番

覚書
第２条

左記業務項目に係わる災害等発生時にお
ける甲の業務内容

・調査内容の検討
・乙へ依頼する業務内容の検討
・乙に対する調査の依頼
・乙が実施した調査結果の確認
・乙が実施した調査の清算

災害等発生時における甲の所管組織 通常時における甲の委託所管部署

ア

業務項目

別紙３


